
「多摩の森」活性化プロジェクト推進協議会契約事務規程 

 

（通則） 

第１条 森林環境譲与税の活用に係る都内連携に関する協定書第３条第２項に規定す

る連携事業（以下「連携事業」という。）の実施及び「多摩の森」活性化プロジェク

ト推進協議会（以下「協議会」という。）の運営に係る売買、貸借、請負その他の契

約に関する事務の取扱いに関しては、別に定めるものを除くほか、この規程に定める

ところによる。 

 

 （契約事務の総括） 

第２条 契約に関する事務の総括は、協議会の会長（以下「会長」という。）が行うも

のとする。 

２ 契約に関する事務は事務局長が処理する。 

３ 会長は、契約に関する事務の適正な執行を期するため必要があると認めるときは、

事務局長に対し、契約に関する事務の状況に関する報告を求め、実地に調査し、又は

当該事務の処理について必要な措置を講ずべきことを求めることができる。 

 

 

 （契約方法） 

第３条 事務局長は、協議会が契約を締結する際に、契約の相手方となり得る者が複数

いる場合は、以下に掲げる方法で競争性を確保して相手方を決定しなければならない。 

（１） 競争入札による方式 

（２） 企画提案方式 

（３） 前２号以外で競争性を確保した方法 

２ 前項の契約の相手方の決定に際しては、当該契約の予定価格、内容等を考慮し、協

議会として最適なものを選択するものとする。 

 

（入札参加者の指名） 

第４条 事務局長は、予定価格が一定の金額以上となる契約に係る競争入札の参加者等

を指名しようとする場合は、その案をあらかじめ業者等選定委員会に付議するものと

する。 

２ 前項の予定価格並びに業者等選定委員会の組織及び運営については、別に定める。 

 

（随意契約） 

第５条 事務局長は、以下の各号に該当する場合は、第３条の定めによらず随意契約を

締結することができる。 



（１） 予定価格 400 万円未満の工事、製造その他の請負契約 

（２） 予定価格 300 万円未満の財産の買入れの契約 

（３） 予定価格 150 万円未満の物件の借入れ 

（４） 予定価格 200 万円未満の委託契約 

２ 前項により随意契約を締結する場合、契約条項その他見積りに必要な事項を示して、

原則として二人以上の者から見積書を徴さなければならない。ただし、予定価格が100

万円未満の契約については、単数の見積書を徴取するのみで差し支えないものとする。 

３ 前項但書により契約を締結する場合において、契約の相手方が特別の利害関係を有

する場合は、事務局長は特定の１者と契約する理由を明示して協議会の承認を受けな

ければならない。 

４ 第１項により契約を締結する場合において、100 万円以上の契約で二人以上の者か

ら見積書を徴取できないものについては、前項に定める協議会の承認を受けなければ

ならない。 

 

 （最低価格を提示した者以外を契約の相手方とすることができる場合） 

第６条 事務局長は、最低価格を提示した者の当該価格によってはその者により当該契

約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認めるとき、又はその者と契約を

締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当で

あると認めるときは、その者を契約の相手方とせず、当該最低価格の次に低い価格を

提示した者を契約の相手方とすることができる。 

 

 （任意に特定の者を契約の相手方とすることができる場合） 

第７条 事務局長は、当該契約が次に掲げる場合に該当するときは、第３条の規定にか

かわらず、任意に特定の者を契約の相手方とすることができる。 

（１） 特定の者が特別な技術、特許権等排他的な権利を有し、他の者によっては、当

該契約の履行が不可能であるとき。 

（２） 既に履行した契約と一体性を保つ必要がある場合において、既履行者を相手方

として契約をする必要があるとき。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、履行の条件等を考慮し、適正な履行の確保を図る

ため、特定の者を相手方として契約する必要があるとき。 

 

 （契約書の作成等） 

第８条 事務局長は、契約の相手方が決定したときは、遅滞なく契約書を２通作成しな

ければならない。 

２ 契約書に記名押印をしたときは、当該契約書の１通を当該契約の相手方に交付する

ものとする。 



 （契約書の記載事項） 

第９条 契約書には、当該契約の目的、契約金額、履行期限又は期間に関する事項のほ

か、次に掲げる事項を記載しなければならない。ただし、契約の性質又は目的により

該当のない事項については、この限りでない。 

（１） 契約履行の場所 

（２） 契約代金の支払又は受領の時期及び方法 

（３） 監督及び検査 

（４） 契約保証金 

（５） 履行の遅滞その他債務の不履行による遅延利息、違約金その他の損害金 

（６） 契約不適合責任 

（７） 契約に関する紛争の解決方法 

（８） 前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、契約書の作成を

省略することができる。 

（１） 電気、公衆電気通信等の役務の提供を受けるもの又は法令等の定めによりその

必要がないものであるとき。 

（２） 物品を売り払う場合において、買受人が代金を即時に支払って物品を引き受け

るとき。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、第７条の規定により契約を締結する場合であって、

会長が契約書を作成する必要がないと認めるとき。 

３ 事務局長は、前項の規定により契約書の作成を省略する場合においても、軽易なも

の又は契約の性質上必要がないと認める場合を除き、請書その他これに準ずる書類を

徴するものとする。 

 

 （契約の履行の確保） 

第 10 条 事務局長は、第３条から第７条までの規定により契約を締結したときは、当

該契約の適正な履行を確保するため必要な監督又は検査をしなければならない。 

２ 事務局長は、第８条の規定による契約書の作成に当たり、契約の相手方に契約に係

る契約保証金を納付させる場合において、当該契約の相手方が契約上の義務を履行し

ないときは、当該契約保証金が協議会に帰属する旨を定めるものとする。ただし、損

害の賠償又は違約金について契約で別段の定めをするときは、その定めるところによ

るものとする。 

 

 （監督の方法） 

第 11 条 工事、製造その他の請負契約の履行に関する監督は、事務局長が別に任命す

る事務局の職員（以下「監督員」という。）が、契約書、仕様書及び設計書その他の



関係書類（当該関係書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。）

に基づいて行わなければならない、 

２ 監督員は、必要があるときは、契約の履行について、立会い、工程の管理、履行途

中における工事等に使用する材料の試験又は検査等の方法により監督をし、契約の相

手方に必要な指示をしなければならない。 

３ 監督員は、監督の実施に当たっては、契約の相手方の業務を不当に妨げることのな

いようにするとともに、監督において特に知ることができたその者の業務上の秘密に

属する事項は、これを他に漏らしてはならない。 

 

 （監督員の報告） 

第 12 条 監督員は、事務局長に対して、随時、監督の実施状況について報告しなけれ

ばならない。 

２ 事務局長は、必要に応じて、監督員から監督の実施状況について報告を求めること

ができる。 

 

 （検査の方法） 

第 13 条 契約の履行に関する検査は、事務局長が別に任命する事務局の職員（以下「検

査員」という。）が契約についての給付の確認につき、契約書、仕様書及び設計書そ

の他の関係書類に基づいて行わなければならない。 

２ 検査員は、工事、製造その他の請負契約を除く契約について、当該給付の内容及び

数量について検査を行わなければならない。 

３ 検査員は、当該契約が解除されたときは、既済部分又は既納部分の確認をするため

の検査を行うものとする。 

４ 検査は、個別に、かつ、実地により行うものとする。 

５ 検査員は、検査の実施に当たっては、契約の相手方の業務を不当に妨げることのな

いようにするとともに、検査において特に知ることができたその者の業務上の秘密に

属する事項は、これを他に漏らしてはならない。 

６ 検査員は、別記第１号様式による検査員台帳を作成するものとする。 

７ 前項の規定による検査員台帳の作成は、当該検査員台帳に記載すべき事項を記録し

た電磁的記録によることができる。 

 

 （検査員の職務執行の回避の申出等） 

第 14 条 検査員は、事務局長から検査を命じられた場合において、当該検査に係る契

約の相手方と親族関係にあるときその他検査の公正を妨げる事情があると認めると

きは、職務の執行を回避すべき旨を事務局長に申し出なければならない。 

２ 事務局長は、検査員から前項の規定による申出があったときは、当該申出に係る事



情を調査し、必要な措置を講じなければならない。 

 

 （検査手続の更新） 

第 15 条 検査開始後合否判定前に検査員の変更があったときは、検査手続を更新しな

ければならない。ただし、変更後の検査員が検査手続を更新する必要がないと認め、

かつ、事務局長の承認を得たときは、この限りでない。 

 

 （検査に必要な書類の検査員に対する交付等） 

第 16 条 事務局長は、それぞれの工事、製造その他の請負契約又は物件の買入れその

他の契約に関する事務を処理したときは、速やかに契約書、仕様書及び設計書その他

の関係書類を検査員に交付するものとする。 

２ 前項の規定による交付を受けたときは、検査員は、あらかじめそれらの書類につい

て検討し、検査の準備をしなければならない。 

 

 （検査命令） 

第 17 条 事務局長は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに検査員に対し検

査を命ずるものとする。 

（１） 契約の相手方から給付の完了の届出があったとき。 

（２） 契約を解除しようとする場合において、検査をする必要があると認めるとき。 

 

 (検査に事故を生じた場合における報告) 

第 18 条 検査員は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに事務局長に報告

し、その指示を受けなければならない。 

（１） 検査ができないとき。 

（２） 検査に際し、契約の相手方が検査員の職務の執行を妨害したとき。 

（３） 同一の検査につき２人以上の検査員が存する場合において、各検査員の意見が

一致しないとき。 

（４） 次条第２項の規定により検査に立ち会う事務局の関係職員（以下「立会員」と

いう。）と意見が一致しないとき。 

（５） 前各号に掲げるもののほか、検査の実施について疑義が生じたとき。 

 

 （立会い） 

第 19 条 検査員は、検査をしようとするときは、契約の相手方又はその代理人に、あ

らかじめ検査の日時及び場所を通知して立会いを求めなければならない。 

２ 検査員の行う検査には、工事、製造その他の請負契約にあっては監督員、それ以外

の契約にあっては事務局長が別に指定する事務局の職員に立会いをさせるものとす



る。 

 

 （立会員の意見の陳述） 

第 20 条 立会員は、検査の実施について意見を述べることができる。 

２ 前項の場合において、検査員の意見と一致しないとき、又は疑義が生じたときは、

立会員は、その旨を事務局長に報告し、その指示を受けなければならない。 

 

 （契約の相手方等が立ち会わない場合の検査の実施） 

第 21 条 検査員は、第 19 条第１項の規定により契約の相手方又はその代理人に対し検

査の立会いを求めた場合において、その者が正当な理由がなく検査に立ち会わないと

きは、欠席のまま検査をすることができる。 

２ 前項の場合において、契約の相手方又はその代理人から、検査の結果につき異議の

申出があっても、これを採用しないものとする。 

 

 （抽出検査） 

第 22 条 検査員は、納入された物品が多量であるため、その全部を検査することが困

難である場合において、その種類及び規格が同一であるときは、納入された物品の一

部を抽出して検査することにより、全部の物品の合否を判定することができる。 

 

 （店頭検査） 

第 23 条 物品の納入場所が数か所以上にわたり、又は遠隔地であるため、納入場所に

おいて検査を行うことが困難な場合における物品の買入れ契約に係る検査について

は、給付の完了前に契約の相手方の店舗、営業所その他これらに類する場所において、

これを行うことができる。 

２ 前項の場合において、検査に合格した物品については、打刻又は封印その他の方法

によりその旨を表示しておかなければならない。 

 

 （検査調書の作成等） 

第 24 条 検査員は、検査を完了したときは、速やかに別記第２号様式の１又は別記第

２号様式の２による検査調書（以下「検査調書」という。）を２通作成し、事務局長

に報告しなければならない。この場合において、その給付が当該契約の内容に適合し

ないものであるときは、その旨及びその措置についての意見を検査調書に記載しなけ

ればならない。 

２ 事務局長は、前項の規定による報告を受けたときは、速やかに合否の決定をし、そ

の結果を検査調書により契約の相手方に通知しなければならない。 

 



 （検査調書の作成を省略することができる場合） 

第 25 条 物品の買入れその他の契約に係る給付の完了の確認（給付の完了前に代価の

一部を支払う必要がある場合において行うものを除く。）のための検査であって、当

該契約金額（単価による契約にあっては契約金額に給付を受けた１回の数量を乗じて

得た額とし、工事、製造その他の請負契約で分割して履行されるものにあっては１回

の履行に相当する額とする。）が 200 万円未満の契約に係る検査調書の作成は、これ

を省略することができる。ただし、検査を行った結果、その給付が当該契約の内容に

適合しないものであるときは、この限りでない。 

２ 前項の規定による検査調書の省略をした場合は、別記第３号様式による完了届によ

り履行の完了を確認するものとする。 

 

 （検査合格の表示及び不合格品の引取り） 

第 26 条 検査員は、物品の買入れに係る検査を完了したときは、合格品と不合格品と

を区別し、合格品には合格の表示を行い、不合格品は契約の相手方に速やかに引き取

らせなければならない。 

 

 （検査不合格の場合の手直し、引換え等） 

第 27 条 検査員は、検査により不合格と判定した給付の目的物について、手直し、補

強又は引換えをさせる必要があると認めるときは、履行期限までに完了する見込みが

ある場合を除き、事務局長の承認を得て、１回に限り、期限を定めて契約の相手方に

手直し、補強又は引換えをさせることができる。ただし、10 日以内の期限を定めて手

直し、補強又は引換えをさせる場合については、事務局長の承認を要しないものとす

る。 

２ 検査員は、前項の規定により手直し、補強又は引換えをさせたときは、その期限を

検査調書に記載しなければならない。 

 

 （手直し、引換え等の後の検査） 

第 28 条 手直し、補強又は引換えをさせた給付の目的物の検査については、当該部分

のみの検査により合格又は不合格の判定をすることができる。 

２ 検査員は、手直し、補強又は引換えをさせた給付の目的物について検査したときは、

当初の検査月日を検査調書に記載しなければならない。 

 

 （兼職の禁止） 

第 29 条 監督員又は検査員は、特別の必要がある場合を除き、相互にこれを兼ねるこ

とができない。 

 



 （この規程に定めがない事項） 

第 30 条 契約に関する事務に関し、この規程に定めがない事項については、東京都の

例による。 

 

   附 則 

この規程は、令和５年７月 31 日から適用する。 

   附 則 

この規程は、令和７年５月 30 日から適用する。 

 



別記 

第１号様式（第 13条関係） 

検査員台帳 
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※部署名は東京都におけるものを記載する。 

 



備考　本書は、200万円以上の物品の買入れ又は印刷の請負以外の契約について使用すること。

検 査 員 の 判 定履 行 期 限

年 月 日

年 月 日 合 格 不 合 格

摘 要

検 　査 　調 　書

立 会 人

第２号様式の１（第24条関係）

　　　　　年度

検 査 員
職 氏 名 印 職 氏 名 印

報 告 年 月 日 年 月 日

契 約 年 月 日

契 約 金 額

文 書 番 号

検 査 年 月 日

件 名

契 約 の 相 手 方

年 月 日



第２号様式の２（第24条関係）

物 品・印 刷 検 査 調 書

備考　本書は、200万円以上の物品の買入れ又は印刷の請負契約について使用すること。

　　　　　年度

記
事

形 状 寸 法

納 入 期 限

納 入

報 告 年 月 日 年 月 日

月日

検 査
摘 要

合 格 数
量

不 合 格
数 量

検 査 員
職 氏 名 印

契 約 年 月 日

立 会 人
職 氏 名 印

数 量

納 入 場 所

年 月 日

年 月 日

年 月 日

契 約 金 額

文 書 番 号

検 査 年 月 日

件 名

契 約 の 相 手 方

月日 品 名



第３号様式（第 25 条関係） 

 

  完  了  届  

 

   年   月    日  

 

 「多摩の森」活性化プロジェクト推進協議会会長 殿 

 

 

                                       住 所 

                               受託者 

                                       氏 名                                 

 

                         

 

 

    下記の業務を本日完了したのでお届けします。 
 

記 

 

契 約 件 名 

 文書番号 多摩活協第   号 

  

履 行 場 所    

契約年月日    年   月   日  履 行 期 限    年   月   日 

契 約 金 額     ￥             -（うち消費税及び地方消費税額  ￥       -） 

 

 

受 付 

年 月 日 
  年   月   日 

監 督 員 

職氏名印 
 

 

検査年月日   年   月   日 
検 査 員 

職氏名印 
 

 

 
備考 本書は、「多摩の森」活性化プロジェクト推進協議会契約事務規程第 25 条第１項の規定により検査調書の作成を省略した場合

に使用すること。 

法 人 の 場 合 は 

名称及び代表者名 


